
教育委員会制度における f文化的常みjと「政治的営みj
一東京都中野区準公選制 (1995年廃止)を事例として-
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I はじめに

東京都中野豆準公選制教野委員会制度

容から判断して、!日名称を穫ったJを中心とす
る準公選制に反対の側からあった。日民党は、例

えばかつての公選制教官委員会制度(以下「公選

制Jと呼ぶ)のマイナス耐として「①選挙による

政治的な争いが教背委員会の中に持ち込まれるよ

うになった。@委員tごして本当にふさわしい人よ

りも強力な組織を持った人が当選しやすかった」

の2点を挙げ、機公選制もこれと同じだとしてい

る(1)。だが、これは準公選制(公選制)が本来持

つ特徴を指摘したにすぎない。

だからこそ、かつて日本教職員組合(以下「日

教組jと呼ぶ)がかなりの勢力を持っていた時代

岳民党(保守勢力)

ておくことはでき ーコ

となるほ

な役割を果たしてきたと
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教組が、かつての公選告IJを本気で袈活しようと

思っていたのかどうか疑問である。このことは中

野区の準公選制(公選制)を求める運動の過程に

もあらわれた。 1976年G月の議会で、「教育委員

を推進する請願jを出しただけで自らは

「中野支

と

のもとにさらされれば、や

はり一般の区民と対立する要求内容があることを

中野支部は自堂していたからではなし

はあるが、組合活動は政治的あるし

為の運動とならざるを得ない面を持つので、その

活動のすべてが子どもや親の為になされているの

ではない。つまり、自民党・文部省と日教組の長

い間の対立は、少なくとも国民の教育行政や学校

への参加を促す仕組みへの大きなエネルギーには

決してつながらなかった。教員集団(学校や教職

員組合)を支えるこtになった「国民の教育権

論jにはこの点で限界があった

すでに 20年にわたり文部省が教宵委員余活性

化を呼びかけたり、その方策をあれこれ講じてい

るが船、果たしてそうした努力は、全国の都道府

県や市町村の教育委員会に受け入れられ根づし、て

いくのであろうか。その答えは残念ながら者であ

討ってよいは)。 しては、これだけ教育について長い間議論にな

他方で、自民党や文部省と鋭く対立していた日 り、教脊改革が進められているにもかかわらずで
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ある。これでは、多く 教育?子政機関や

「どっぷりとjいつまでも依存するしかな

いし、そこかち脱することができない。

長期で克れば、教育行政機関や学

るいは地域社会の[文化的常みjを通じてこ

うした状流からタしでも脱皮できる可能性を持つ

制度ではなかったか。校内暴力・いじめ・

学校や教官委員会

がマスコミから集中的に随分と叩かれてきたが、

近年では、家定や地域社会にも問題があるという

苦い方に変わってきた。学校教育の基盤は家寵や

地域社会である。この基盤を着実に積み上げ活性

させてし、く。つまり、私たちの生活・作動様式

である f伝統的で閉鎖的なJi文化的営みJか

「民主的で開放的なJi文牝的営みJを注入し変化

させていくことにこそ、教育委員会制変(教背行

政)本来の役割があると考える。学校はおらにそ

の中核であろう O また、

動様式である i{云統的で閉鎖的なJ

から、「民主的で開放的な」

し変化させていくことも重要である。このよう

に、本説疫を論者は f文化的営みJと

が絡む中継機関であると考えるが、その絡み

)jを理論的i二本論は探求してしミく O

本制度を「文化的営み」と

という視点から分析しあえて本制度の価

範について検討してみたい。準公選制は「文化的

営みJだとして、「政治的常みjではないとした

準公選制が「政治的営みJだとして、これに

した側。準公選制は、はたして f文化的営

み」なのか、「政治的営みJ

f文化的営みj、f政治的営みjとい

う表現は、行政を f公共目的を追求する集合的営

為Jとした片間寛光の概念定義仁故拠し、論者が

敷桁したものである (8)。論者がここでいう

とは、 i(準公選苦手jを合む)行政の教育・

、ての任務に関わりながら文化的な何も

のかを低迷・生成する集合的営為jをさすものと

考えたい。準公選制を支諜した専門家試中野区の

}うした準公選を、教育についての文化運動と

位置づけJている倒。これに対して、 f政治的営

みJとは i(準公躍を合む〉行政の教育・

ついての任務に関わり合うことで性み出される権

2 

力現象としての集合的営為jをざすものと考えた

い。準公選制に反対する自民党・文部省は、準公

選制が地教行法の掠別である f教青行政の政治的

中立性J~こ違反するとしたのである (10) 。

百 東京都中野区準公選制教育委員会制度と f文

化的営みJ• r政治的嘗みj

1 文化と「文化的堂みj

culture としての文化とは、広辞苑によれば

よって社会から背得した生活の仕

衣食住を初め技術・学問・芸術・道

.宗教など物心両面にわたる生活形成の様式と

内容を含むJ(lIlとある。元来栽培を意味してい

たが、転じて fドイツ語では教養的

く、英語とくにアメワカ流の文化人類学では、生

活様式的なものへの側斜が激し戸かくなってい

る。前者のドイツの科学や芸術思想、における

〈五urutur)は、「理念的な目標をめぎす精神

によって生み出された所産J(1:nとされる。また

後者は、クラックホーンの定義による之、

とは瞭史的に形成さ

design for livingのシステムであり、グ

/レープの全員もしくは特定の成員によって共有さ

れているものJ(4)である。

もとより文化の定義については、そ

ものですら多様なものがあり、論者が本論におい

て、簡単に結論づけられるよう北ことがらではな

い。そこで、本論における f文化的営みJと

章で述べた i(準公選制を含む)行政の教育・

文化についての任務に関わりながら文化的な何も

のかを伝達・生成する集合的営為jを、前段後者

をおいて解釈するものとしたい。そ

れゆえ、本論では、教青行政機関・教育機関が扱

う教育・文化は、行政任務の対象であり、「文化

の意味するところと誌区分している。ま

の定裁からいえば、行致在

・文化は f文化jの一部で

ある。それゆえ、この定義かちすれば、教育・文

化における文化は狭い意味のものである。

鵠度は前述した後者の文化、つまり論者のいう

「文化的営みjによって影轡を受け、同じような

もとにあっても、そこにあちわれる結果や
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効果には違し くる原因どなる。このような

るこども変える

こともできない困難な無意識の構造J にある。

それにもかかわらず、制度を変えることで「文化

的世みJを根本的に変えることは耐難でも、これ

としてかなり変容することはいうまでもな

2 準公選艇と f文化的営みj

地教行法にもとづ

く官:命制を前提Jこする制変であった。準公選制に

ついては[中野氏教…育委員候補毒選定に関する区

民投票条例(以下「投票条拐~J と呼ぶ) (昭和

55年7月7FI中野限条例 21号〉と「中野i亙教育

に関する区民投票条例路行規制

ト.I施行規制Jと呼ぶ) (昭和55年 10月25

日中野医規員IJ第48サ)に定め

ものをいくつか挙げてみよう G ま

ず、立挟補者は、立(挟檎の f届出をする場合、 μ:

の住民基本台帳に設録されてし、る年齢満二ト年以

上の区民六十人以上百人未満の推せん書を添付し

なければならい(投票条例第5条の 2)であ

(中野教育委員選任問題に関する報

55年3月31rOでも
る〉述べられたように、|争く

ら」

規則lこは、投票の結果、「得票数が、庶民投票を

実施する年の前年のト月一H現在における

民基本台1慌に設録されている年齢満二 i拘年以上の

者の数の五十分の一(その数百に満たえEい端数が

生じたときは、これを切り捨てるものとする。

ド!規定数jという)に達した立扶補者の氏名j

(改正接行規則第五条の二の二)を参考として、

区長が教育委員を任合する(投票条例第二条)0 

f得票数が規定数に達した立候補者については、

そのことが確認された時点で得票数の計算を停止

し、その得票順位を明らかにしないもの

このよう ない工

夫がなされている。前述した報告には、単なる公

選告IJと異なり、つまり J 般の政治選挙と異なり、

地域住民の文化的活動として、いわば i文化的投

という性質をもつことがふさわしい、と

べられている。加えて、投票勧誘活動も、く

の住民が教育・文化的な雰開交のなかで自由に牒

閉していけることが望まししリとしている(]l))。

このように、中野区教脊委員選任問題専門委員

〔東京都立大学教授〕、

教按〕、松原治郎〔東京大学教授L
職名はい

よ

の理念ともいうべきものを報告

べ、そのブ口セスを非常に整額復している。論者

はこうしたプ口セスが数十年続けば「伝統的・閉

鎖的jな「文化的常みjから「民主的・開放的j

な[文化的な営みjに変容する可能性が高まるで

あろうと考えている。その意味で、準公選制は知

期的に教育・文化の結果を求めなければ、投が国

では今一変評価し直す極鵠をもっと考えてい

ただ、「文化的Jという意味が、 5

は「政治」や[政治的Jなものとは異なるとい

う O 制度を変えたので~黙な屈はあるが、彼らの

いう f文化的Jな意味は、常に理想をめざし、

しき意味で、の|政治jや[政治的」なものがない

ようにという願いのようなものに論者にはとれ

る。あるいは、また彼ちのいう f文化的jには、

常に「政治的営みJのない前進が続くかのように

さらに、彼らは f文化jと「文北的jと

いう用語に HIj箆で述べたド、イツの[文化」

(Kurutur)概念にある「瑚念的な日課をめさ、す

精神Jを常に合めているのではなし晴、と考えてい

る。

1う

わゆる政治的活動であれ、

}Jの活動の基盤であると考える。それゆえ、

にいえば、仰となく過ごす日常生活では気づきに

くいものの、ときとして人聞の活動に明確なマイ

ナスやプラスをもたらすものといえよう(19)。た

だ、いわゆる政治的活動にしばしば?イナ

生じているだけで、いわゆる文化的活動にも

や i政治的Jなマイナスの側面が、行政と関

していればやはり出てくるのである口それでも

q
J
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選制であると考える。

3 噂公選制と「政治的営みJ

準公選制について、文部省は東京都教育委員会

に対して、中野区で準公選制が実施在れることが

斑止が決まる

である教青委員候捕者の選定権の計慌について、

条例で法的な制約を加えるという点において、違

法な内容をもつものJ(文部省通知、文教第 170

号、平成4年2月20日)で、その区民投禦制度が

「教育行政の政治的中す.性を強く要求している同

法(地教行法)の趣旨に反するJ(文部省通知、

も地教行法のままで、は活性化しえないことを文部

省岳体がすでに認識していたはずである。そのこ

とは、平成 10年9月21日の中央教育審議会答申

『今後の地方教育行政の在り方について』の中に、

教育委員会や学校への地域住民の参両や協力が促

されていることからもわかる。ただ、この答申で

論者が気になるのは、これまで岳民党と文部省が

く

にすぎないということであろう O 決定

に影響力を与えるという意味での「参加(出痛と

いう意味で使われている箇所はあるが)J とはし

ていなし¥0 だが、任命指1]の枠のrt1とはいえ、この
答申に昼関して流れている理念と内容は準公選制

(公選餅)の理念や制度と部分的にかなり相通じ

4 

することが、活発な活動につながっている」とし

ている。さらに「選出基盤をもたない委員は、

般的な教育問題や教育事情の認知はできても、住

民の伺景11的利宵や具体的な教育問題はなかなか感

知できなしりという O これらは嶺極的な「政治的

者のいう悪しき

させ、思しき;意味での見えない消極的な

イヒ」を教育行政の政治的中す織であるかのように国

民仁淀透させてきたのである。その意味で円民

党・文部省の責任は大きい。

先に挙げた答申の第3章5の「地域住民の教育

行政への参両の促進Jには、「教育委員会会議の

.傍聴を推進するとともに、

までの任命制の斡のなかで可能であろう

佐は、住民の中に強い支持基盤があれば、その代

表として教育委員が活発に動くし、動く必、艇がで

てくるという (23)。だとするなら、任命制のまま

であるにしても、彼のいうffiIを制度的に設けなけ

教育委員会を活性化することは困難であろ

うO つまり、「文化的営みJが民主的な側面を強

くし、それによって良き

4 準公潜栴lの傾鑓

アメリカの教育委員会は一般に公選定1]でわが国

と興なるが、公選制という枠の中で同じ様な経験

をしている。革新主義の時代に確立した無党派lこ

よる教育委員選挙により、教育委員の活動や教育

行政が閉鎖的になるところが多く出てきて、党派

にる教育香員選挙に戻したところがかなりある。

教脊委員や教育長を公選としてい
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関の場合、合わせて 10を紹えるチ1;が党派による
選挙を認めている

我が国では、最終的には地教行法にもとづき、

議会が教脊委員の間意権を持つので、ここでも

「政治的な営みJは、任舟制であれ、

あれ避けられない。だが、区議会という匹民に見

えるところでなく、区長は教蒋委員候補者を事前

に区議会と相談するのが慣習{としていたようであ

る。このように見えないところで事実上の決定を

するほうが議会には民主的であると考えられてき

こうした事前の相談は、当時以前から今討ま

での日本全体の積習であり続けたと考えられる

が、これが地教行法にいう教脊行政の中立性であ

るなら問題である。我が国の教育行政における根

な問題は、このような私たちの

の在り方が関われているのである。準公選制

はこれをまさに弘たちに突きつけたので、ある。

準公選制が始められてから、第3回目 (1989

1f)に区長が議会に同意を求めた 3人の教育委員

うち、 i人が議会で承認されなかった。このよう

な議会の判断は、準公選制の理念ないしは趣旨を

歪めるものとする見方もある。教育が政治に歪め

られてしまったという人もいよう O 当時の新開は

l名が区議会で同意拒否されたことに関して、

た教育委員準公選…中野医議会選任t日
夜・民意反映に限界?Jと題した記事を掲載し

た。 確かに、このとき議会の自民党議員は3人全

員に反対するなど準公選制が救治によって厳しい

局面に立たされた(25)。

準公選制本来の酒植は、このようにどの

議員あるいはどの政党が、どういう理由で教育委

員保補者に反対したのかが明確になるというとこ

ろにむしろ語種があるし、そこに詮百しなければ

ならない。議員や政党が議会という政治の場で単

にイデオ口ギーや党派的な考えで候嬬者に反対し

ているのか、それとも教育行政への悲しき影響を

危慎しての反対なのか、その理由が広民にわかり

やすくなるのが、この制度の一つの重要な長所で、

ある。このときの議会の同意拒否はむしろ準公選

して行くにあたって、「しんどしリ過程

になってもプラスであるととらえるべきであっ

ここを乗り越えなければ、いつまでも教育行

政は密窓的なものになるしか設い。

る任命制では、 したように教育委員挟

補者について首長と議会の事前の相談というとと

になりやすい。そうでないにしても、準公選とい

うプ口~スがなければ、議会で按補者に関する議

論が行われたとしても、庶民にはもちろん議員に

もどういう人物かよくわかりにくい。また、

の任命制による候捕者が議会であれこれと議論さ

るのはとてもつらいことではないのか。その

点、準公選による候補者はそのくらいの覚悟がで

者ていてもよいはずである。準公選制によって、

f政治的営みjから最終的に理組の揺植

が配j議された上で、教脊委員を選べばよいのであ

る。これによって f文化的営みjも f民主的・開

放的」なものへと変饗するかもしれない。

また、投票条例にもとづく選挙結果は、医長が

教育委員在任命する際のあくまで参考である。そ

の結果をすべて尊重する院長がいてもいいし、選

挙の過糧や規定数に達した立候捕者に問題がある

と思えば、立検補をしなかった人や規定数に達し

なかった立挟補者が教育委員に任命tされてもよい

はずである。むろん、こうしたことが頻繁に生じ

ると、投票条慌の趣皆が歪められていく恐れはあ

るが、院長(首長)には地教行法と告らの選挙に

よる正当性があるので、区長の判断に委ねればよ

いのである。

ように、地教行法のもとでは、区長が委

員を任命し、議会に同意を得なければならない。

ということは、教育委員にふさわしい人物を任命

するいっても、そこには政治的な判断 Cf政治的
営みJ)は避けられない。 問題は、その判断に良

き f文化的営みjを青み、かっこれにより教育什

故を改善することのできる委員娯鴇であるかを慎

重に熟慮、したかどうかである。それが区民に見え

る制度が準公選制であり、見えにくい制肢が現行

なのである。

型 政治としての教背行政

1 教務行政におけるf政治的営みJ'r文化的営
みj

いって教脊行政に「政治jは避けられな

い。公選制であれ、任命制であれ、教育委員会は

行政機関であり、権力を行使する機関である。た

ロリ



教育委員会昔話擦における f文化的営みjと「教治的営みi

だ当然のことながら、この制度はその程疫につい

ての議論はあるにしても民主主義を前提としてい

る。この民主主義を前提とする教育行政機関が、

その権限を行使しつつ、教育・文化に関する公共

E的を追求する集合的営為が教脊行政である。

したがって、いかなる教育・ し

ていくのかという内容の問題と、これをいかなる

教奇行政機関や教育機関が担い、どのように決め

ていくのかという問題は密接な関係はあるにして

も、日1J1聞に考えなければならない。より民主主義

的な教育行政機関や教育機関、それに民主主義を

大切にする教育者が、よりよい教脊とよりよい結

果をもたらすとはかぎらないからである(加。も

ち

が大きいと

時代による社会環塘の違いもあろう。

こうしたことは、個々のケースでまったく状況

が違うが、一つには大学・大学院の研究者の間に

ある師弟関係を想像すれば理解できょう。また、

行政が関わる教育・文化の内容に対して、教脊行

るように指導・

らないことからもいえよう。狭い意味での教育・

文化の活動は、行政外部における場合はもちろ

ん、行政内部や両者の中間的なものであっても、

必ずしも民主主識的に行われることがその価値を

高めるとは言えなしゅ1らである。

それでは、さらにここでは現行の教脊行政機

つまり

について論じていきたい。

仔i命制はj晶震な政治的支配を教育行政において避

けようとしている。教育委員のメンバーが過半数

を紹えて同一の政党に所属してはならない(地教

行法第4条)、と規定されているのは、そのよう

え

から

らしても、

しかし過辛数を超

準公選制に賛成している側は、準公選制の過程

や準公選制の教育委員会制度による教育行政は

f政治Jではないという O だが、準公選制が単な

る任命制より、より多くの区民からの意見や考え

こうとする姿勢は、民主主義という

6 

の側面を尊重している姿勢であると問時に、長期

的にはこうした饗勢が椴づいていけば庶民の「文

化的な営みJにおける「民主的・開放的jな側面

が豊かになろう O その窟;味では準公選制を「文化

選挙jとか f文化的投票制Jと呼び、そうした営

みを大切にして区民の意識と行動を高めうるの
ヲF

、司咽向

このように、準公選舗に費成する鱒が、準公選

を実施する過程において、「政治的営みjとは異

なった「文化活動Jが育まれるという理惣を描く

のは理解できるし、実際にそうした側面が育まれ

ていくことも否定できない。だが、準公選制がよ

り民主主義的な f政治的営み」を基盤にして、

いう

を寄もうとしてい

るものであるといえよう O つまり、

れ、任命制であれ、日常の教青行政の過組には

「政治的営みjを避けることはできないのである。

ただ、どれだけ思しき意味での「政治的営みjを

抑制できるのか、あるし1はこれを良き「政治的営

へと転換できるのかが重要な鍵となろう O

もっともこれらの評描;まかなり困難なものになる

と

他方で、これまでも述べたよう

対する人たちは、この制度によって、教育行政、

つまり教育委員会制度に「政治的営みjが増大す

るのを護服していた(28)。彼らのいう、獲慮され

る側面はこの制度には明らかに存在する。つま

り、現行の任命説教育委員会制度の方が外部から

くてすむので、それだけ重要

な事項につし しう

る、ということもある。

しかし外部からの圧力が少なくてすむとい

う、一見非政治的な制度が独替的な決定を生まな

いことを保障するものではない。つまり、そこで

の密議 f政治jの問題はやはり強く残る(29)。見

えなければ、そこには「政治的営みjが存在しな

いかのように主張するの詰まったくおかしい。ひ

とり教脊行政のみならず、あらゆ

間賠が準公選舗が廃止されてからも噴出し続けて

いるが、その主たる原因のほとんどが密室「政

治Jないしは密室「行政Jにあることはいうまで
もない。



弘語学院大学社会福祉学部研究紀要第3号(2003年〉

公 準公選制と民主主畿

これまで述べたきたように、準公選制を単純に

であるとして反対したり、単純に

しい。

委員会制度は「政治的営みjであり、かっ

的営みJであるからである。

ここでは、この二つを関係づける重要な概念と

して、民主主義をあげたい。1.B.エルシュテイ

ンはこう述べている。「民主主義とは単なる一連

ことだ

われの振舞い方でもありますoJ(3D)つまり、民主

主義はそれが実質的に意味あるものとされるため

には、常に中身が問われなければならない。それ

は静態的なものを前提として、日常的に動態的で

なJr文化的営みjが脊まれていくものと思われ
る。このような営みは果たして見えないところで

育まれうるものであろうか。それこそ、今日の

様々な政治や計政の問題は見えないところから発

てしまう O 現在日本の政治や行政にはそのような

問題が山積している状態である。その意味でエノレ

シュテインのいう民主主義を本米国民に浸透させ

ていくべき教育委員会制度によって、逆にそれが

ほとんど開ざ、されされてしまった問題はあまりに

大きい。

S.ウォリンによると、 fデモクラシ…

なす批判(クリティーク)とは、現代世界におい

て、いかに多くの力が反文化的であるかを理解

し、そうした理解を己の務めとしているような批

のことであるjはじという。また、銀は f私に

とって文化の政治とはj、f“解決"ではあηませ

んし、そう考えること

違った仕方で考えることJ(32)だという O そして

こうした立場でなく、「人間の生が前進しうるよ

うに問題に明白な形をとらせる可能性という見地

からJ(問、彼が解できた唯一の方法を挙げてい

る。「それは民衆が日常生活の中で権力の行使に

--7 

関した経験を積み盤ねていくことの非常な議要性

を指摘し、そのために弁ずること、そして民衆を

励まして、きわめて単純で重接的な事柄において

ら自身の手中のものと努め

で。

まで。J(34) 

だが、管埋・運営していく側の「政治jに民主

主義がないとすれば、管理・運営される側の学校

で教員や生徒連がこのような民主主義宏学んでい

く機会を

可。このような中で育った子ども

が親になっても、民主主義を経験しない人が多い

わけだ、から、問題が発生しても無視するか、過剰

な反応になってしまうことが予測しうる。こうし

た現状は政党支持や思想の違いを越えて憂慮しな

ら

23、24

昭和 28年まで中学・高校の社会科で使用された

『民主主義Jという教科書には「民主主義Jを野

球に例えてこう書いている。山、くら野球のノレー

ルを研究し、職業野球のじようずな試合を熱心に

しても、それでじようずに野球ができるよう

にはならない。じよう

るために絶対必要なこと

みることである。J(35) 

このように、民主主義は実践しなければ、その

長所も短所もわからないのである。成人になって

から、いきなり選挙権が与え

をすぐには理解しえなし

戦後紛年近くがたっても、私たち国畏の多く

民主主義を理解できずに、

ことまで問題として次々に発生しているのであ

る。

3 改正地教行法と教育持政

よって、

(以下改正後の地教行法を

行法Jという)。これらの喰正には前章 13Jで

挙げた答申に沿うよう改正されることが期待され

たが、地教行法や答申への逆行で、はないかと思わ

あった。これらを含めて主たる改正点



教育委閥会制痕における f文化的営み」と!政治的館みJ

を紹介

という

まず取り上げるべきは、政治的イヂオロ

の強すぎた規定がようやく痛止Jされたごとであ

る。それは、地教行法における文部大臣の都道府

県教育長の任命最認制と、都道府県教官委員会の

市町村教育長の任命本認制の廃止である。任命承

認制は地教行法成立当時の政治的事情が大きく影

響していたものである。都道府県教育委員会によ

る都道府県教育長任命権と、(市町村長の教育委

員任命権と)市町村教育委員会による市町村教育

長任命権を、より上位の機関によってコントロー

んするという、まさに地方自治体の長あるいは地

教育長をはじめとした教脊行政の人事に波及する

ことを恐れていたものと忠われる。

地教行法におけるこれら双方の制度には少し違

いがあるので説明しておかねばならない。都道府

県教育長は非常勤特別職の都道府県教育委員から

構成される教育委員会によって任命される常勤の

一般職であった。それゆえ、インブオ←マルな現

実はともかく、法部上は都道府県知事が直接教育

長の選出に関わっていなかった。ところが政令指

定都市を除く

つまり、

の長(教青長)が、せっかく設けられている政譲

形成のための教育行政機関の委員を、ひどい場合

にはその代表である委員長さえ兼ねていたわけで

ある。市町村長の教育行政への関心の度合いにも

よるが、これによって市町村長は市町村教育委員

のみならず、教育委員を兼ねる教育長にまで昨ら

の欲する人物投あてがうことが可能だった。この

ようにして選出される市町村教育長に都道府教

育委員会が日

8 

膏長を議会による議認に変更すべきであるとして

とこ

用されてしまっ

育委員の中から教官委員会が教育長をな命するこ

とになっている(第 16条2項〉。だが、教育委員

を地方自治体の首長が任命するので、首長の意向

次第では第 16条2項の規定はまったく無意味に

なってしまう。

このことは、平成 11年8月11日付けの文部事

務次官通知により、「現在の指定都市を除く市町

村の教育長と同様に、教育委員会の委員のうちか

らを命することとなるため、都道府県知事及び指

に当たっては、あ

りその職務の遂

くこと

要であるJ(約とされていることからもいえる。

自治体の首長が教育長を兼ねる教育委員任命

に関心を持た

ょう。だが、その可能性は低いと考えるのが妥当

であろう。それでも、 dすがに教育長と教育委員

長とを兼ねることは都道府県および市町村教育委

員会制度双方において禁止されることになっ

た

文部省は長く教育委員会の活性化を促す -JJ
で、改正地教行法からすると、都道府県および市

かっ教青委員を兼ね

とが多い。

の教育長にしてしまい、より政治的な水平的コン

ト口一ルな強める総合行政の立場から改正を行っ

たといえよう

これまで文部省がしばしば強調してきた「教育

の政治的中立性lという本法の原則をより歪めて

しまう可能性を高めたのではないだろうか。それ

とも、現実の教脊行政機関の開鎖性を少しでも崩

すべく教育行政を

としたの治か、{は3油制哲ω九)」。だとするなち、前述した逆行の

ように見える改正は、こうした立場か

りよくなったととらえられよう。これによって、



弘前学院大学社会福祉学部研究紀務 第3号(2∞3年)

改正地教行法の方が都道府県レベルにおける皆長

の教育行政へのリーダーシップを期待しう

になったといえるからである。つまり、都道府県

議会の多数派が与党であれば首長はこれまでより

一層教育行政に介入できる仕組みになったことだ

、。

IV おわりに

確かι、準公選制が悪しき意味での f政治的営
みJに盟してしまう恐れがなかったわけではな

い。それは立候補者の推薦や選挙の通程、区長の

荘命や議会の承認の過程を通じてそうした心配が

現実のものとなるととも十分に予測される。

今日、罷畏はいわゆる文fとを楽しみ、それを理

解したり作り出したりする能力も相当高いレベル

に達しているはずである。それゆえ、心配はある

にせよ、「政治的営みjを通じて民主主義や「文

化的営み」を脊まなければ、 Hの1で述べた狭い

意味での教育・文化の創造が鱈人的・私的なもの

ばかりι集中し、互いに協織するという
がますます捷れていくことになろう

f公共目的を追求する集合的営為jとしての教

脊行政は、国誌を巻き込みながら実施されていっ

た方が、よき方向に進めば、その効果も高くなる

はずだ。つまり、過震なまたは不適切な

が生じてもそれを住民が自らの行動で排除

しつつ、そこから民主主義や f文化的営みJを育

くんでいくことである。また、そうした意識と実

践を員民が積み麓ねることこそ、真に国民にとっ

て必要かっ重要なととでは設いだろう

注
(1)野出毅(当時の向由民主党同氏運動本部長)rなぜ投
票龍苔避勧をするか一教脊番段準公選制は選法、賂

止の要j、朝日新聞、 1989年2丹10日。

(斜地教行法は、 1956年仁出会に提出された3つの教育

関係法案(地の 2つは臨時教育諸lJ度設罷法案と教科

審法案)の中でも、自民党が最も成立に回執した法

案。車時の文部大観楠瀬一一郎は中央教宵響誠会i二諮

問もせず、参議院議長松野鶴平は警視庁予鱗隊を出

動させてまで成立させた。

そしてこの法案成立の約2ヶ月後 (7月28印に、

「自民党は幹事長と文教制度調査特別委員長の連名

で同党支部連合会に「日教組の教蒋支配を排除し、教

符の中立性を礎保するため、委員の人選に留意され

9~ 

たい lご通知した。さらに8)1からは全国 10ブロッ
クごとに両党県議、支部投員、地方有力者を集めて文

教問題懇談会を開き、本部から令問組織委と文教帝lJ

震調査特別委の委員が出席して地方のテコ入れを

行った。教裂をから日教組勢力を排除しようという執

念をうかがわせる念の入れようだったの CJlI崎政人

『自民党と教育政策』、岩波新妻、 1986年、 22剛24頁。〉

(3) 自民党・文部省対H教組という教育問閥における論
争・対立は、日教組が分裂するまで常にマスコミを

賑わしていた。だが、これらの論争・対立が国民に

とって身近な地域であったにしても、教育委員会と

いう公的壮場でかつ聞かれた議論が行われて来な

かったことが、結果として自民党・文部省にとって

政治的に省利に働いてきたといえる。だが、政治的

にはそうであっても、教脊行政的にみると、やはり

そうした政治的な脊科さが学校や届民の執務力を急

速に税濃させてしまったといえる。残念ではある

が、側人やIJ、グループとしてではなく、組織(f引体)

としての自民党や文部省はもちろん日教組も、表向

きはともかく根本的には本気で樹氏を教育行政の主

人公にしようとするのを拒否あるいはためらい続け

てきたといえよう。

1976年6月のi豆議会発言記録「あれだけの強い決意、
をもって陳情を出された教員組合が、その?を二度、

度と区長が練慢の趣旨を議切っているのに対し、!延

長に対しても議会に対しても、その後強い働きかけ

をなされないのは一体何であるのか、教育を諸民全

体のものとして、ともに教育の現場から改革しよう

という日ごろの叫びは、今回の中野区におけるこの

事態を改善しようとする行為なくして、一体どこで

実現しようというのでご夜、いましょうか。jそして、

翌年中野支部は準公選運動を進める準備会の結成

を、院内各団体や文化人に呼がかけた。(中野区嬬f教
育委員準公選の詑録J、総合労鋤研究所、 1982年、印刷
63頁。)

また、中野区が二千葉県館山に新設する韓康学園の

給食を民問委託にすべきか否かの議論にも、中野支

部や中野IK職員労{動組合は吟完全これに反対してい
る。(捺鶏子?続・俵腕予の教脊委員日記』、毎日新開

社、 1988、抑制111頁。)論者は反対してはいけないと

ミうのでなく、利害が絡むところについてはこれを

公開して議論すべきである、という立場である。これ

が民主主義に議づく「政治」であることはいうまでも

ない。

(5) r教蒋権論は、……子どもの学習権を基践にすえ、こ
れに対する義務としての続の教育権を認め、これが

教鵠に結托おれるという論理構成をとるものであっ

た。そこでは教師の教脊権が宅専門家の教膏の告白と

して内外区分論によって絶対的ともいえる実質をも

つのに対して、親の教育権は教献の教育権を正統

(当)化するための論理的な媒介としてのみ位置づけ

られ、名目先している。J(黒鋳勲 f教育行政学ふ岩
披番館、 1999年、 103畑 106真。)

このことを中野区役所職践の西山邦ーは、以下aの

ように述べている。 r教職員にとって、学校が所在す
る市町村は、赴任地という意味はあっても、自分もそ

の自治体の…識という意識仁はなりにくい。した



教育委員会制度における f文化的営みjと「政治的常み;

がって、条件整備について、常に教職員は要求する側

にいる。予算折衝では、f教育には納税者は見えないJ
nf政には子どもが晃えなしサなどと言い合うことに
なりかねないのである。J(剖111邦 r教育委員会の組
織・権限の現状と課題」、『教育改革と地方分権』、 IJ

本教育法学会年報第28号、 1999年、 92貞。)わずか
10頁足らずの現場報告だが、教育行政研究にとって
蟻めて示唆に寓む数々の揺矯がある。

(6)文部省初等中等教青島地方課『教育委員会月報(第

一法規、 1983年)のほ丹号が、本田宏(当時融合:教
育研究所所長)r教育委員会の活性化jを揚載して以
来、同誌にてその為の啓蒙・臨談合・全国各地の研鯵・

各教育委員会の異体的取り組みの紹分など、長男jの

取り組みを続けている。能方では、ごうした取り組み

以前から中野慌の準公選議を否定する論文・記事が

断続的に同誌に揚載された。

(7)河野和清 rm町村教青f誌のキャ l)yM成に関する… A

考棋J、問日本教青行致学会第22盟大会発表線摘、
I頁。この調査によると、 1997年の令[一重市町村教育
長589名のうち、 60歳から制裁までが35.6% (207 
人)、 65裁から69臓までが33.8% 097人)、そして
70議から75成までが9.3% (54人)である。実仁、
77.8 % (458人)が60議以上ということになる。高
齢というだけで教曹長の資質を評価するととはでき

ないが、とれで誌少なくとも積極的な教育哉革仕事.

むのは難しいのでiまないか。
(8)片岡寛美関民と行政(行政の理論 lH、早稲田大'芋

出版部、 1990年、 l頁。
(9)新藤宗幸 f市民のための自治体学入門J、ちくま学芸
文庫、 1996年、 81頁。

(10) ダニエル・ベルじよれば、文化とは、「

aつの集i印i到z礼、また一{鵠罷の側人にとつてjム、 fアイデ、ン
テイテイ…(~岳ヨ己が自己でで、あることを示すものO じぶ

んらしさ)を常に保持しようとする過程であるjとし

ている。?とれは、美的な持界についての・貫した視

点と、告己についての選議的な認識と、生活のスタイ

ルとに執着するごとで犠得される」という。〈ダニエ

ノレ・ベル著、林雄三郎訳『資本主義の文化的矛盾

(上)~、講談社学鱗文!京、 1976 年、 82 頁。)将来的に

は、このような文化の定識を合めて、本論でいうとと

ろの「文化的常み」と「政治的営みJという概念を使
い、教蒋行政をdちに詳線に分析していきたいと考
えている。

(11)新村出編『広静苑~ (第二販構訂版)、岩波喪岳、 1977
年。

(12) 哲学事典』、平凡社、 1988年、 1239真。
(13)掛岡清美、壊原勉、本間版平編集代表『新社会学事
典』、省斐龍、 1993年、 1291ぺ293頁。

(14)前掲議 f苦学事典』、 1239頁α
(15)森間清美、梅原勉、本間藤平絹集代表『新社会学事

典』、有饗閥、 1993年、 1291弘1293賞。
(16)持田修・兼子仁縦『資料中野区・教背番設準公選を知
るために』、ヱイヂル研究所、 1985年、 153賞。

(17)中野区編『教育自治と住民参加〈教育委員準公選の

記録4)ふヱイデル研究所、 1994年、 204-215頁。
(18)神田修・葉子仁編、前掲議、 154貰。
(19) これを論者は我が国の場合集団主義文化と考える。
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この樫念については、政治文化の概念を絡めて棋の

磯合に学校を事例の中心にして詳細に論じる。

(20)神田鯵・兼ft:.編、長i掲書、 154J;:i。
(21) IJ¥}I[ LE人繊『地jj分権改革と学校・教育委員会』、東
洋館出版社、 1998年、 38-45頁。

(22)加治佐官也 f教蒋f::員会制度のj政治的動鯨J、f".原貞
雄編『現代教育行政学研究ふ渓本社、 1994年、 64頁。

(23)向上、 63司64頁。
(21) Wilhoit， Gene and Mitchell， Patricia，“OverviとW of 

State Education Govemance Structure". National 

Association of State Board of Education， 1992， p.3. 
詞東克介「アメワカ教育行政の独立?を;ごついて (2)J、
『早稲田致治公法』第25号、1988年、 93叩94託。

(25) r拭績通えた教育委員準公選 中野K議会選任佐官・
民，意茨棋に限界?、朝日新開、 1989年、 4丹5日。

(26)論者はもちろん教育行政機関や教育機関がより民民
主義的な制度に摂本的に変革dれねばならないと考
えている。しかし、民主主義的に変革されることが、

予定調和的によりよいあるいは望まれる教育につな

がるなどと考えてはいけないということである。 非

常に大ざっぱな議論ではあるが、例えば高校以下の

私立と公立の学校に関する保護者の評価は、都道清

経や学校による違いはあるが、特に生活指導におい

ては一般に私立の方が高いといわれる O とのように

評価されている私立の学校滞営は、はたして公立に

くらべて民主主義的であるといえるだろうか。ほと

んどの私立の学校は百であろう。安易な教育行政や

教育機関の民主的改革、そしてそれ以上に安易な教

宵内容の民主的改革は、それが論理的に正しくとも、

公立の学校に対する評鱈をさらに落としてしまうご

とになる恐れは常にある。学校という教育現場で、

は、学校や教員が生徒に対して民主主義的な程1)闘を

大切にしたいと患っても、そうはできないことがい

くちでもある。決してそのままでよいということで

はなく、現状では、そうはできないごとがある(例え

ば、かなりの部活動や生活指導〉ということをγt校や
教脊行政の側が民主主義的主仕組みと過程の中で把

諮できるような制度をおi造すべきである。つまり、え1:
徒への教育内容については必、ずしも民主主義的でな

い部分があろうとも、それを批准していく鶴の仕組

みや過剰はできうる撮り、民主化すべきであると、現

段階では論議は考えている。どれで教脊効果が保障

されるわけではないが、少なくとも教育の問題点を

現状よりはるかに多くの人々が共有できることは護

かであろう。

動物行動学者のK.口一レンツが、「合理的に理解

できることだけが、あるいは科学的に韮嬰できるこ

とだけが、人類の確実な知的財産であるという迷信

は、有害で、あるJ(K.ローレンツ著、日高敏降・大;j~
更明『文明イヒした人間の八つの大罪ふ思索社、 1973
年、 79頁。)と述べているよ今仁、教育を合む「文化j
にはとうした側剖があることを忘れてはならない。

拾わ IH教育委員会法の公選による教育委員は、教誌の選
出禁止ないし制課規定がなく、昭和29年当時都議府
県の教育委員の 6割がU教組系の教員が占めていた

(尾形裕藤監鶴、長間三男・尾彰利雄共著『我国にお

ける教育委員会制度の研究ム大空社、 1962年、 86
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頁)。

地教行法においても、教員の選出禁止ないし制限

競定はない。それゆえ、現状でも教員出身の教育委員

ほ多い。さらに、教f.f黍銭に教員を合めることを明確

に焼窓すべきだという考え万もあるが、アメ 1)カ教

育委員会告IJ肢の理念からすればやはり問題がある。

教育長が教育現場や教育行政に関わってきた専門家

であるからこそ、教育委員はレfマンであるべきで、
じ心行政官や(沿)教員が委員になるのはこのま理念

に反する。ただし、教背行政や学校現場の事請を詳細

かっ多く知ヮているのは行政官や教員であるから、

審議会やその告の仕組みを通じて被らの現状報告や

意見が教育委員会に十分伝わる工夫が必要であろ

う。それでも彼らは「専門家jであるから、本来意志

決定権を持つ~員会のメンバ…に含まれるべきでは
ない。この点は信教育委員会法も地教行法も間閣で

あり、このことが教育委員会制肢のレイマン・コント

日ールの理企を、国民に、いや教育要員を合む教育行

政に携わる人々にすら詑透させなかった大きな諒討

であろう O

(28)林務…iは準公選棋が[教青の政治的中すe性がそこな
われるおそれがあり、教符の政治的中立性の確保を

その基本的なはがjとしている地教行法の題宵に反す

る」としている。(林修三「教脊委員準公選条例のj農

法性についてム文部省教育助成島f教育委員会月報i
月号、第禍法規、 1985年、 15頁。)

(29) 地教仔tl~第 4 条 3J廷(教青委員のi品手数は致党に所
属しなし、)や第 11条5:r長(教育委員が政党その他の

政治凶体の役員と詰ったり、標語的立政治灘動者行

うことを禁止している)における教育行政の政治的

中立性誌完全に政治的運動や活動を禁止して~るも

のではない。ただ形式的に教育~員会全体として

党派に偏ったり、教育委員個人として日立った政治

活動合認めない、というものである。ごのような法律

は何ら実質的な意味での政治的中立性を保障するも

のではない。

(30) 1. B.エルシュテイン襲、河合秀和訳『裁かれる民主
主義』、岩波謬応、 1997午、 94氏。

(31) S.ウォリン、鶴完投輔、 D.ラミス i庫談会:ラデ、イ

カル・デモクラシーの可能性J、f世界 2丹号、行波
書応、 1989年、 162-163頁。

(32) I.1JI::o 
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(33)河上。

(34) ILi] r.o 
(35) 文部省 F民主主義』、径欝婦、 1995年、 299ω300頁。
(36) このような文部省の通惑がわざわざ出ているにもか

かわらず、以下のようなことが青森県であった。中

里町の住民が、同綾子の薪しい教育長は町長選挙応接

の結果だと町長舟身が発首したとのうわさの真偽を

新開設者穣で問うた。約1ヶ月後間じ新関で、町長は

うわさを否定し、教符長になる前の教青委員として

任命したが、教育長は救済委員の互選であるから、

fその選任について、私は関ザ悶できる立場にありませ

ん」と符えた。いうまでもなしこの IJの部分の
[n[答は、法禅を解釈による遭いでなく、歪めて住民

に伝えている。教育長兼任の教育委員以外の教腎委

設は非常重主である。常勤の教育長を教育委員で虻選

させるといってもこれは彰式的な手続きで¥文部省

の油瀧にもあるように、首長が教育委設を在命する

段階で、事実上教育長になる教育委員にその確認を

とっているはずである。それにしても、高療な賞作あ

る公職の立場(中里町長名〉で、このような発言を

堂々と地元新聞で発表することは許されな~¥行為で
ある。

中黒町・迷える母 f教育委員選任で鵠こえる変な
話J、東奥日報〈夕刊)、 2000年(平成 12年)10月10
H 中慰留f長 rr教育~段選任で関こえる変な話』にJ 、

東奥日報(夕刊)、 2000年(平成 12年)11月6日。

(37)方自治佐哲枇「教育長の続命感認制廃止と新たな選任

規定」、小川正人編『新・学校溜営と教育行政ハンド

ブック(新・管理職ハンドゾッグ第5巻江教育開発

研究所、 2000年、 54同57頁。

(38) この f京王子的コント口ールjという表現は、より上位
の教蒋行政機関を含まなければ、|統合型

(centralized)コント口…jレ」、あるいは f集権塑コン
ロー/レJといってよいだろう。窮者については、西
東克介[ア :1.1)カ教育行政の独立性については)J、

『早揺密政治合法』第24号、時制年、 2-4頁を捗照。

(39)向上。

(40)蘇器英典「く教育の政治t生〉に関する覚え書き(f属性
至上主義文化と教蒋の正統性について)J、森部尚人・

藤田英典・黒崎勲・片桝芳雄・佐藤学編 f教脊の中の
政治(教務学年報 3)~、J:I:t織書房、 1994 年、 13与151

貞。




